
第１回独立行政法人都市再生機構のあり方に関する検討会住宅分科会 

平成２２年３月０１日 

 

 

【瀬口民間事業支援調整室長】  石渡委員の到着がちょっとおくれておるようでござい

ますが、定刻になりましたので、それでは、ただいまから「第 1 回独立行政法人都市再生

機構のあり方に関する検討会住宅分科会」を開会いたします。 

 本日はお忙しい中、ご出席をいただきまして、まことにありがとうございます。私、事

務所を務めます、国土交通省住宅局総務課民間事業調整室長の瀬口でございます。よろし

くお願いいたします。 

 本日は住宅分科会としては初めての会合となりますので、ご出席の皆様を五十音順にご

紹介申し上げます。 

 中央大学法科大学院教授、安念潤司委員でございます。 

【安念委員】  安念です。おはようございます。 

【瀬口民間事業支援調整室長】  公認会計士、髙木勇三委員でございます。 

【髙木委員】  髙木でございます。よろしくお願いします。 

【瀬口民間事業支援調整室長】  横浜国立大学大学院工学研究院教授、高見沢実委員で

ございます。 

【高見沢委員】  高見沢でございます。よろしくお願いします。 

【瀬口民間事業支援調整室長】  慶應義塾大学経済学部教授、土居丈朗委員でございま

す。 

【土居委員】  土居でございます。 

【瀬口民間事業支援調整室長】  東京大学公共政策大学院教授、森田朗委員でございま

す。 

【森田委員】  森田でございます。よろしくお願いします。 

【瀬口民間事業支援調整室長】  弁護士の石渡進介委員におかれましては到着がおくれ

ているようでございますので、到着次第、またご紹介をさせていただきます。 

 それでは、分科会長の互選に入らせていただきます。お手元の資料、参考資料１でござ

いますが、先日の「あり方検討会親委員会」のほうでご了承いただきました本検討会の規

約を、参考資料１でつけさせていただいております。この第６条に分科会の規定がござい
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ます。申し訳ありません。お手元に、右肩、参考資料１という資料がございますが。この

第６条３項に基づきまして、分科会長、委員の互選によりお決めいただくということにな

っております。分科会長の互選につきまして、ご提案ございましたらお願いいたします。 

【髙木委員】  よろしいでしょうか。 

【瀬口民間事業支援調整室長】  はい、髙木委員。 

【髙木委員】  僭越ですが、安念先生に座長のほうをお願いしたいと思いますが、いか

がでしょう。 

【瀬口民間事業支援調整室長】  髙木委員から、安念委員を分科会長にとのご提案がご

ざいましたが、皆様いかがでございましょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【瀬口民間事業支援調整室長】  それでは、安念委員に分科会長をお願いいたします。 

 それでは、議事に入ります前に、一言安念分科会長よりごあいさつをお願いしたいと思

います。安念分科会長、よろしくお願いいたします。 

【安念分科会長】  おはようございます。ご指名をいただきました安念でございます。

一昔前の株主総会みたいな手続きで選任をしていただきまして、まことにありがとうござ

います。なかなか大変な仕事になってしまいまして、この前、瀬口さんがおいでいただい

たときに、出口の絵は、それは役人なんだから当然書けているんだろうなというふうに言

ったら、そういうのはないと。ないってぶりっ子しているのかなと思って責めても、ほん

とうにないんじゃないかなという気がいたしまして、そうとなるとほんとうに考えないと

いけないんじゃないかなと。これは今までの霞ヶ関の仁義とは大分違うんじゃないかなと

いうのが私の率直な印象でございまして、そうとなりますと、委員の先生方に大いに頭を

絞っていただかなきゃならないということになりそうだなと、何となくそういう予感がし

ておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 それじゃ、よろしゅうございますか。 

【瀬口民間事業支援調整室長】  ありがとうございました。それでは、これからの議事

進行を分科会長にお願いしたいと思います。 

 規約に基づきまして、分科会にかかります資料あるいは議事の公開・非公開の取扱いな

どにつきましては、基本的に検討会、親委員会と同じになるということでご了解をいただ

ければと思っております。 

 それでは、安念分科会長、よろしくお願いいたします。 
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【安念分科会長】  では、よろしくお願いいたします。 

 それではまず、４．の議題の（１）「住宅市場の現状と住宅政策の課題を踏まえた都市

再生機構の役割について」でございますが、これは事務局からご説明いただくことでよろ

しゅうございますか。じゃ、よろしくお願いいたします。 

【事務局】  では、事務局のほうから、資料に基づきまして説明をさせていただきます。 

 まず、資料の１というものをごらんください。タイトルは「第１回検討会における委員

からのご意見について」ということでございまして、こちらの資料でございます。先週、

第１回検討会を開催いたしまして、委員の皆様から事前に、また当日にご意見をちょうだ

いしたものを、簡潔にまとめさせていただいている資料でございます。 

 主だった話といたしましては、先ほどもちょっと話が出ておりましたけれども、まず、

住宅政策そのものをどうするのかということの方向性があるべきじゃないか、その中でＵ

Ｒがどういう役割なのかをはめ込んでいくべきではないかという意見が、複数の委員から

出されたところでございます。また、ＵＲの役割として、既存の役割については終わって

いるんじゃないかという発言がある中で、一方、今後、高齢化社会を迎えるという中で、

高齢者向けの住宅をどうするかということで、福祉政策とのかかわりをどうするかという

ところについて、ＵＲの役割というのは高齢者向けの住宅を供給するというところにある

んじゃないかというようなご意見も、複数の委員の方から出されたところでございます。

詳しくはペーパーのほうをご参照いただければと思います。 

 ということでございまして、本日の資料につきましては、資料２－１のほうをごらんい

ただければと思います。委員の方々から先週ちょうだいいたしましたご指摘を踏まえまし

て、タイトルは「住宅市場の現状と住宅政策の課題を踏まえた都市再生機構の役割につい

て」ということで、住宅市場の現状と住宅政策の課題のほうを、まず冒頭にご紹介させて

いただきまして、その内容を踏まえて都市再生機構の役割について、本日、ご議論をいた

だきたいと考えております。 

 まず、資料２－１をめくっていただきまして、住宅市場の現状でございます。２ページ

目、住宅ストックと世帯数の推移についてでございます。住宅ストック、数としては５,

７６０万戸ということでございまして、空家率は１３％という形になっております。人口

減少の局面に入っておりますので、量的には充足しているという状態にございます。地域

的な差で見ますと、地方圏の空家率が高い、一方で大都市圏については相対的には空家率

が低いというような状況になっております。右下のほうに空家率の、増加が大きい、小さ
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いというところで、データを示させていただいているところでございます。 

 次、３ページ目でございます。住宅ストック、床面積で国際比較をいたしますと、左側、

持家につきましては、ブルーの色のついているところでございますけれども、欧米諸国と

さほど遜色のない１２３平米という水準を確保しておりますが、ピンクの借家のほうにつ

きましては欧米諸国の半分程度という４６平米にとどまっておりまして、特に借家の水準

の低さというのが顕著に示されているというところでございます。 

 続きまして、４ページ目、住宅の耐震化の状況、滅失住宅の平均築後年数の国際比較に

ついてでございます。耐震性を満たさない住宅というのが、昭和５６年に建築基準法が改

正されまして、その前の基準であります中に「耐震性不十分」というのが１,１５０万戸、

全体の２５％ございます。 

 すみません。途中でございますが、石渡進介委員が到着されましたので、ご紹介をさせ

ていただきたいと思います。 

【安念分科会長】  何か言いなさいよ。 

【石渡委員】  すみません。遅くなりまして。 

【安念分科会長】  歌うたうなり、あいさつするなり。それだけ？ きょう初めてでし

ょう、すべて、親会も含めて。 

【石渡委員】  はい。 

【安念分科会長】  何か自己紹介。 

【石渡委員】  はい。弁護士をしております。 

【安念分科会長】  いや、そんなの知ってる。書いてある。 

【石渡委員】  契約監視委員会のほうも担当させていただいておりまして、ＵＲのこと

は徐々に理解しつつあるところでございまして、微力ながら頑張らせていただきます。よ

ろしくお願いします。 

【安念分科会長】  どうも。 

【事務局】  資料の場所を。 

【○○委員】  はい。 

【○○委員】  このね、４ページ。 

【事務局】  資料のほうは、２－１の４ページをごらんいただければと思います。 

 では、再び説明に戻らせていただきたいと思います。住宅の耐震化の状況と滅失住宅の

平均築後年数の国際比較ということでございますが、耐震性基準を満たさない住宅という
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のは全体の２５％、１,１５０万戸というふうにのぼっておりまして、既存住宅には質の

低いものというのが非常に多いということもございます。そうしたこともありまして、住

宅のサイクルにつきましては、右側の表にございますけれども、アメリカの５５年、イギ

リスの７７年というのに比べまして非常に短い、３０年という状況にございます。 

 続きまして、５ページでございます。新設の住宅の着工戸数の推移とサラリーマンの平

均年収を見たものでございます。雇用環境の悪化から、２００９年につきましては住宅着

工が急減したというところでございます。直近は昨年の８月以降、回復してきているとこ

ろでございますが、年度を通して見ますと７８.８万戸という形で、非常に落ち込みが激

しかったというところです。また、右側のほうにございますが、住宅の一次取得層となる

３０代のサラリーマンの平均年収が、最近１０年間で約１０％下落しているということで、

住宅市場を取り巻く環境というのは、非常に最近、大きく変化しているという状況にござ

います。 

 続きまして、６ページ、既存住宅流通シェアの推移、首都圏における中古・新築マンシ

ョンの販売状況についてということでございます。左側、我が国の住宅流通は新設住宅に

大きく偏っておりまして、既存ストックの流通の割合というのは約１２～１３％というこ

とで推移をしておりますが、昔に比べれば近年、上昇の傾向にあるというところでござい

ます。特に２００９年につきましては、右側でございますけれども、新築マンションの供

給が低迷する一方で、中古マンションの流通は拡大してきているということで、徐々に既

存のストックが動き始めているという状況にいるのかと思います。 

 続きまして、７ページ、長期優良住宅の認定戸数等ということです。一方、質の高い住

宅に対する関心は非常に高いようでございまして、数世代にわたって使用可能な長期優良

住宅の建設というのは、昨今、住宅着工は非常に落ち込んでいる中で、戸建て住宅の約２

割を占めているという状況にございます。 

 続きまして、８ページ、高齢者世帯と人口の推計でございます。これは○○委員等々か

らもご指摘いただいておりますが、急激な高齢化が進む中で、高齢者の２人世帯また高齢

者の単身世帯というものが非常に増加してくるということでございます。特に東京圏では、

後期の高齢者が今後１５年程度で、高齢者数でいいますと１.６倍、後期高齢者だけで見

ますと２.３倍に増加するという見込みが示されているところでございます。 

 ９ページ、バリアフリー化率と高齢者住宅の状況についてということです。そのような

高齢者が居住する住宅について、バリアフリー化されたストック――手すりですとか段差
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のない屋内が整備されている、廊下の幅が車いすが通行できるという基準があるんですが、

これが満たされたバリアフリー化された住宅ストックというのは全体のわずか、高齢者が

住んでいる方の中でも６.７％に過ぎないということでございます。また右側のほうにあ

りますように、医療・介護つきの住宅ストックにつきましても、欧米諸国と比べますと、

非常に割合としては少ないという状況にございます。 

 続きまして、１０ページからは住宅政策の課題についてということで、どのような課題

があるのかというのを、順次ご説明をさせていただきたいと思います。まず、１１ページ

に基本的な考え方を示させていただいております。住宅につきましては、基本的には市場

で供給される財であるということで、住宅政策につきましては、市場で良質な住宅が適切

に供給されるように、市場環境を整備するということが基本であると考えております。そ

のほか、市場で住宅を取得することが困難な人に対しては、セーフティネットを整備する

というのが政府としての役割ではないかというふうに考えております。 

 続きまして１２ページ、当面の方向ということでございますが、まず団塊ジュニア世代

の持家取得の意向について見たものでございます。団塊ジュニア世代を中心に、左側でご

ざいますけれども、約６割強の方がどうしても、できれば持ち家を取得したいというとこ

ろで、住宅の取得意欲というのは依然として根強いものがあると考えられます。一方で、

先ほどご紹介させていただきましたとおり、一次取得層である３０代ぐらいの年代の所得

が最近１０年で１０％低下しているという状況がございますので、従来の新築中心から中

古とリフォームにシフトする可能性があるのではないかと考えられます。このため、既存

住宅の検査を行うインスペクション制度導入ですとか、性能評価の表示、瑕疵担保保険制

度の整備、リフォーム工事の質の確保のための業者の評価制度の整備などの、市場環境整

備を進めていくことが必要ではないかというふうに考えているところでございます。 

 続きまして１３ページ、一方、新築住宅につきましては、将来の流通もにらんで良質な

住宅の供給を促進するということが重要だと考えておりますので、建設、維持、管理、リ

フォームをカバーする、住宅履歴の整備を進めていく必要があると考えております。良質

な住宅供給に関しましては、家計の金融資産が良質なストックの投資に向けられるように

誘導するとともに、税制・融資等の見直しを行っているというところでございます。また

住宅履歴については、在来工法の住宅も含めまして、正確な情報が確実に蓄積されるシス

テムづくりというものが必要ではないかと考えております。 

 続きまして１４ページ、高齢者の居住の安定の確保についてということでございます。
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先ほども説明させていただきましたとおり、今後急増する高齢者世帯につきましては、安

心して住み続けられるようにするための住宅のバリアフリー化を進めるとともに、医療・

介護サービスとセットになった住宅の整備というものが重要な課題であるというふうに考

えております。 

 我が国のこうしたサービスつきの住宅ストックは、先ほど見ていただきましたとおり、

欧米に比べて小さいというところがございますし、また、要介護の高齢者が、大都市圏を

中心に急増するということが想定されますので、市場でこうした高齢者向けの住宅の供給

が適切に行われるように誘導するということが、極めて重要であると考えております。そ

の際には、資産を持っている高齢者の住み替え支援ですとか、需給ミスマッチの解消のた

めリバース・モーゲージなどの制度の整備が必要というふうに考えております。 

 １４ページの絵で示させていただいておりますのは、昔、小学校だった跡地をケアホー

ム、高優賃ですとか老人福祉施設を抱き込んで、再度整備をし直したという事例の一つで

ございます。 

 １５ページにつきましては、高齢者の住み替え支援制度ということです。既存の広い住

宅、特に一戸建ての持ち家――１００平米以上ある持ち家に高齢者が１人もしくは２人で

住んでいる一方で、４～５人いる子育て世代のほうが４０平米、５０平米という狭い住宅

に居住しているという、住宅のミスマッチというのが結構市場には存在いたします。これ

らの高齢者が所有する広い戸建ての住宅を、それを必要とする子育て世代に賃貸する――

間に借り上げ主体として国が支援する主体を挟みまして、賃貸を円滑化するという制度を

設けまして、子育て世帯に広い住空間を提供するとともに、高齢者の高齢期に適した住宅

ですとか地方への住み替えを促進するという施策を行っているところでございます。 

 リバース・モーゲージにつきましては、下のほうにございますけれども、高齢者が保有

している住宅を担保に生活資金の融資を受ける、死亡時に住宅を処分して一括返済をする

という仕組みでございます。 

 続きまして１６ページ、マンションの改修と建て替えの促進についてということでござ

います。老朽化した質の低いストックについては、従来から建て替えによる更新が進めら

れてきましたけれども、大都市圏では共同住宅の比率が５割を超えると。左側にございま

すが、東京では約７割、大阪でも５割を超える、全国でも４割程度という形になっており

ます。そのような中で、老朽マンションの管理ですとか建て替えというものが、今後非常

に大きな問題となってくると考えております。 
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 このため、その管理ですとか改修・建て替えに至るマンションストックの、適正な管理

システムの構築が必要だと考えています。特に分譲マンションにつきましては、右側に現

状を幾つか、データでもって示させていただいております。３つ目の○にございますが、

マンション自体が老朽化していくとともに、そこに住んでいる居住者の方も高齢化してい

くという、いわゆる２つの老いというものが最大の問題になってくるのかなと。その中で、

建て替えがなかなかうまく進んでないという実態がございます。 

 続きまして、これらの現状、住宅市場の状況、住宅政策の課題を踏まえまして、３番と

して、都市再生機構の位置づけをどのようにしていくかということが、本日、特にご議論

をいただきたい内容になります。 

 続いて１８ページをごらんください。都市再生機構につきましては、元来、昭和３０年

に設立された日本住宅公団がスタートとなります。詳しくは、資料２として折り込んだ資

料がございますので、こちらのほうを適宜ご参照いただければと思いますが、説明が非常

に煩雑になりますので、一部一部は省略させていただきたいと思います。後ほど、議論の

中で適宜ご紹介をさせていただければと思っております。また、参考資料２という形で、

きょうの中で一番分厚い資料になりますけれども、「住宅市場の現状と住宅政策の課題を

踏まえた都市再生機構の役割について【参考資料】」という資料がございます。一番下の

ほうにございます。こちらにつきましても、１枚１枚についてのご説明につきましては、

資料の説明の時間が非常に長くかかりますので省略をさせていただきますけれども、議論

の中で適宜ご参照いただくとともに、事務局のほうからも必要に応じて説明をさせていた

だきたいと考えておりますので、ぱらぱらと横目で見て、ごらんいただければと考えてお

ります。説明につきましては、先ほどからごらんいただいております資料２－１のほうで、

引き続き説明を続けさせていただきたいと思います。 

 都市再生機構につきましては、昭和３０年に設立された日本住宅公団をスタートといた

しました。その目的といたしましては、高度成長に伴う都市圏への急速な人口流入に対応

するということが目的でありまして、そのために中堅勤労者向けの共同住宅を大量に供給

するということを役割として設立されております。 

 下のほうに線グラフがございますけれども、日本の三大都市圏への人口純流入数の推移

を示したものでございます。昭和３０年代には、年間で４０万人程度という数の方が東京

圏に流入してきた。次第に減ってきて、近年ではさほど、年間１０万人程度という形に減

少してきているところでございます。 
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 で、下のほうの表にございますけれども、膨大な人口流入に対して、公団がそのすべて

の需要を賄うということはもともと不可能でありまして、公団が担ってきたのは、需要の

一部を満たすことで市場への圧力を緩和する役割を果たしていたのではないかと考えてお

ります。下のほう、単位が入っておりません、大変恐縮でございます。人口については千

人、住宅の戸数については住宅の純増加数、うちＵＲ供給住宅は、両方とも千戸が単位で

ございます。 

 ごらんいただきますように、住宅が増加する中でＵＲが占める割合は、昭和４０年から

４９年の中の、最大でも７.０％ということでございまして、住宅の需要のごく一部を占

めていたというふうに考えております。 

 続きまして、１９ページでございます。公団設立当時につきましては、画期的なダイニ

ングキッチンを備えるなど、設備が充実した住宅という評価でございまして、いわゆる

「高嶺の花」というような存在でございました。家賃につきましては、当時の勤労者所得

の第３分位、大体真ん中ぐらいの方にとっては、所得の１６％から１７％という負担率で

ございました。参考までに昭和３１年の水準を示させていただいておりますけれども、家

賃の月額は４,６００円という水準でございました。ただし、大卒の銀行員の初任給が６,

０００円であったということを踏まえますと、これは非常に高い水準ではないかというふ

うに考えております。 

 平成１１年に、それまでの原価家賃から市場家賃に切りかえられました。しかし、経過

措置を一部講じておりますので、現在の継続家賃については、市場家賃よりも平均的には

若干安価というような形になっております。 

 左下に、東京都における家賃帯別の住宅の数を示させていただいておりますけれども、

公営住宅につきましては、その下にありますが、応能応益家賃を採用しておりますので約

３万円程度ということで、非常に安い水準にある。一方、大体面積が同じぐらいの、３０

から６９平米の民間借家については１０万１２円、同じ規模でありますＵＲ賃貸住宅につ

いては９万５,３５５円というところで、ＵＲ賃貸住宅は若干、５,０００円程度でありま

すけれども、安いといった水準にあります。しかしながら、新規の募集家賃については、

基本的には市場の近傍同種家賃を採用しておりますので、ほとんど民間住宅と一緒という

ような水準でございます。 

 全国もしくは東京都で見ますとなかなか例がわかりづらい、具体的な事例に基づいてと

いうような指摘も前回ございましたので、右側のほうに、東京都町田市を一つ例に取りま

 -9-



して、具体的な住宅を示させていただいております。都営の住宅とＵＲ賃貸住宅とござい

まして、全く同じ規模というわけにはいかないんですけれども、比較的似たような規模で、

近くにある住宅というのを取り上げさせていただきました。家賃につきましては、都営住

宅、公営住宅のほうは約３万９,０００円、いわゆる賃貸住宅のほうが約６万円というこ

とで、平均でも２万円近くの差がございます。棒グラフとしては、下に書いてあるとおり

でございます。ただし、公営住宅につきましては、先ほど応能応益家賃ということで市場

家賃よりも安く設定しておりますので、公営の近傍同種家賃が青の棒グラフになっており

ますけれども、それとＵＲを比較するとほとんど似たような水準にあるということが言え

るかと思います。 

 続きまして、２０ページ。ご参考までに、築年別の機構団地の収支を示させていただい

たものでございます。同じ団地で比較するということがなかなか難しいところがございま

すので、１００％を水準として、割合で見た形になります。特徴とすべきところは、「う

ち修繕費」という、右側の真ん中ぐらいのところにある、一番薄いオレンジというんでし

ょうか、その部分になりまして、右側のほうが新しい団地になります。築１５年の団地で

すと、修繕費の割合は、収益に対して約１２％という形になりますが、最終的にはどんど

んふくれあがってきまして、築４９年の団地ということになりますと、修繕費の占める割

合が約３３％ということで、経年するに連れて修繕費がかさんでくるという状況が見てと

れるかと思います。 

 続きまして、２１ページ。入居者属性も都市再生機構が役割を果たしてくる中で変化し

てまいりました。かつては中堅サラリーマン層が主な入居者でございましたけれども、長

期間そのような方々が居住を続けられた結果、現在では団地の高齢化というものが非常に

進んでいるという状況にございます。 

 まず、左側の上のほうですが、全国の全体とＵＲ、それから、先ほど取り上げさせてい

ただきました町田市の中で、全体とＵＲの団地ということで比較をさせていただいており

ます。全国の中でも、ＵＲのほうは高齢化が多少進んでいるというところが見てとれるか

なと思います。町田市の中で、町田山崎の団地の数字で、高齢者６５歳以上がいる世帯が

隣の町田市全体の数字と同じになっておりますけれども、大変申し訳ございません。正確

な数字を申し上げますと、町田山崎の高齢者６５歳以上がいる世帯というのは４９.９％、

その下の〈うち高齢者単独者〉というものが６０.５％。４９.９％と６０.５％というこ

とでございまして、全体として高齢化が進んでいるんですが、特に半分ぐらいがもう高齢
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者がいる世帯で、かつ、さらにその半分が高齢者が単独で住まわれているというような状

態でございます。 

 右側に年齢別の居住者を示させていただいております。全国で申し上げれば、徐々に上

がってきて、５０歳から６０歳ぐらいのところでピークを迎えるという形になっておりま

すが、この団地につきましては、働き盛りの４０代のところ――赤の部分でございますが、

非常に少なくなっておりまして、６０歳以降、ピークのところは６５歳から６９歳で迎え

るというような形になっております。 

 右下のところで所得水準を示させていただいております。かつては平均世帯水準を上回

る水準でございましたが、居住者の高齢化などに伴いまして、近年は平均を下回る水準に

なっております。右側のほうで、地域別で相対比較ができるような形にさせていただいて

おります。ＵＲと全体を比べますと、ＵＲのほうが全体的に低所得の方が居住されている

割合が多いという形になりますし、この町田山崎団地につきましても、町田市全体と比較

しても低所得の方が多く住まわれているというような現状になっております。 

 続きまして、２２ページ、都市再生機構が果たしてきた役割の④として、再開発に伴う

賃貸住宅の供給という役割も果たしてまいりました。先ほど申し上げました、市場の需要

圧力を緩和するための住宅供給ということで、昭和３０年代、４０年代を中心に住宅の大

量供給を行ってまいりました。 

 左下の絵でございますが、その当時につくった代表的な例として、大島六丁目団地とい

うものを挙げさせていただいております。高度成長期の地方から大都市への人口流入に対

して、工場の跡地を使って住宅を大量供給したり、緑のあるゆとりある空間を提供すると

いうのが当時の役割でございました。６０年代以降につきましては、住宅の供給という役

割ももちろんあったわけでございますけれども、再開発などのまちづくりに伴う住宅の供

給というものが増加している状況にございます。 

 ６０年度から平成２０年度で２１.７万戸のＵＲ賃貸住宅が全部で供給されたわけです

けれども、このうち、市街地再開発事業に関する供給というのが１.１万戸。加えまして、

住宅市街地総合整備事業による新規開発として４万戸程度の住宅が供給されているという

ことで、約２割強の部分につきましては、何らか再開発に伴って住宅が供給されていると

いう状況が見てとれると思います。 

 具体的な例としまして、右側の曳舟駅前の市街地再開発事業ということでございます。

もともとは、上のほうの写真にありますとおり、非常に密集市街地が展開されておりまし
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たが、これらの改善、不燃化の促進ということで、まちづくりの一環として商業施設棟な

り民間の分譲住宅というのもつくられましたけれども、その一環としてＵＲ賃貸住宅のほ

うも供給されたというような事例でございます。 

 続きまして、２３ページ。これら過去の役割を踏まえまして、住宅政策上の都市政策機

構の役割、今後どのようになっていくのかという、今日ご議論いただく主なところになっ

てまいります。①といたしまして、住宅の量的な不足、大都市圏への大量流入というよう

な状況は現在ではございませんので、中堅者向けの住宅の供給という役割は既に終了した

のではないかというふうに考えられます。このため、住宅の市場の補完という観点から、

民間事業者が十分な役割を担える分野については順次撤退するということをしてきており

まして、既に平成９年から分譲住宅事業については撤退をしておりますし、平成１６年に

は新規の賃貸の供給についても原則として撤退をするということになっております。また、

平成１９年にはストック再生・再編方針というものを策定いたしまして、既存のストック

についても削減しつつ、再編を図るという方針で、近年進めてきているところでございま

す。 

 続きまして、２４ページ。一方、現在、７６.４万戸のストックがございますので、需

要の変化に対応しながらストックの削減を行いつつ、既存のストックをどのように活用し

ていくのかということが、一つ大きな課題になろうかと思います。今後、特に大都市部に

おいて高齢化が量的にも急速に進展いたしますので、高齢化に対応した住宅の需要の増加

というものは、大いに見込めるのではないかと思われます。 

 下のほうに６５歳以上の都道府県別の高齢者人口を示させていただいておりますけれど

も、これは前回も示させていただいております。地方部につきましては、もともと人口が

少ないというのと高齢化が既にある程度進展しているということがございますので、右下

の表にありますとおり、増えても１万人、２万人というような県もございます。一方で、

大都市圏につきましてはこれから量的に非常に増えてくるということでございまして、東

京都なんかで申し上げますと、２０３５年までにこれから１５７万人の高齢者の方が増え

る。県によっては、２００５年と比べてほぼ高齢者の数が２倍になるというようなところ

もございます。 

 基本的には、このような高齢化につきましては民間事業者によって対応すべきというと

ころではございますけれども、左側の大都市部のような急速な高齢化圧力がございますの

で、これを緩和する役割というものが、ＵＲには期待されるのではないかと考えられます。
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この辺はご議論をいただければと思います。 

 ご参考までに、さらに、都道府県別ではなく首都圏の地域別、市町村別に見た高齢化の

進展度合いでございます。２００５年を１００としたときに、２０３５年に高齢者が何倍

になるかという水準でございます。赤の部分が、２倍以上に高齢者の数が増えるというと

ころでございます。ごらんいただきますとおり、首都圏近郊のいわゆる住宅地というとこ

ろで、非常に高齢者の数が今後激増するということが見込まれております。 

 次の２６ページをごらんいただきたいと思います。これは、全住宅ストックに占めるＵ

Ｒ賃貸住宅の割合を示したものでございます。ピンクが１０％以上、全住宅ストックに占

めるＵＲ賃貸住宅の割合がある市町村でございます。卵が先かニワトリが先かというよう

な非常に難しい問題がございますけれども、先ほどのピンクの絵と比較的エリアが重なっ

ているというところが見てとれるのではないかと思います。 

 続きまして、２７ページ、既存ストックの活用ということでございます。具体的な事例

として申し上げますと、都内でも有数の団地でございます高島平団地を、ここではご紹介

させていただきたいと思います。既存の住棟を活用しながら、リニューアルで間取りの改

善ですとかバリアフリー化を行って、高齢者や子育て世代が安心して暮らせる住宅という

こと。左側にありますとおり、昔の和室をきれいな洋室に置きかえたりですとか、共用部

につきましてもバリアフリー化するということで、既存のストックをうまく生かしながら、

高齢化なり子育て世代に対応する住宅というものを供給しているというところでございま

す。 

 特に、既存団地の一部を民間に売却または賃貸して、社会福祉・医療機関などを導入し、

地域の福祉拠点としていくということについては期待が大きいと、何人かの先生からも、

先日、ご指摘をいただいたところでございます。具体的な例といたしましては、２８ペー

ジをごらんいただければと思います。「コンフォール南日吉」という団地でございます。

もともとは都市再生機構の古い団地が建っておったのでございますけれども、これを多少

縮小いたしまして、右側のほうにございますが、余剰地を民間のマンション事業者に売っ

たという部分もございますが、一部、上のほうにハッチが出ておりますけれども、高齢者

専用の賃貸住宅を、民間事業者を募集してつくってもらうとか、保育所をつくるですとか、

あとは市営住宅に抱き込んでケアプラザをつくるというようなことをやりまして、地域の

福祉拠点として活用していただくということにしております。 

 具体的な中身としては、２９ページをごらんいただければと思います。この事例をご紹
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介させていただきましたのは、きょう開設予定だということでここを取り上げさせていた

だいておるのですが。基本的にさまざまなサービスがついておりまして、オプションで介

護サービスですとか食事の提供なども受けられると。このような幾つかの自立型、介護型

のスペースタイプを提供させていただいているということでございます。 

 ３０ページは、市営住宅の 1 階部分にケアプラザという形でデイサービスの施設を備え

ておりまして、居宅の介護支援ですとか地域の活動の交流拠点という形で、多目的ホール

を地域に開放するなど、幅広く地域の方に利用していただいている施設という形になって

おります。 

 また２７ページに戻っていただければと思います。先ほども、昭和６０年代以降、非常

に割合として増えてきたということを申し上げましたが、広い意味での都市の再開発等の

一部として行われる住宅供給というものがございますけれど、こちらについては都市再生

としても議論すべき課題ではないかと考えております。こちらのほうも、再開発等を通じ

まして高齢者住宅と福祉・医療施設とを併設していくことが求められるのではないかとい

うことで、具体的な事例といたしましては、３１ページをごらんいただければと思います

けれども、名古屋市の千種駅の南地区でございます。こちらにつきましては、都市再生機

構が施行する再開発事業で、保留床という床が出てきたんですけれども、これにつきまし

て民間事業者に譲渡いたしまして、子育て・高齢者施設を整備したというものでございま

す。右下の絵にございますけれども、民間分譲住宅とＵＲ賃貸住宅が建っておりまして、

ＵＲ賃貸住宅の中に高齢者施設、そして有料の老人ホームですとかデイサービス、保育園

といった設備を備えているというような事例でございます。 

 本日は、このような住宅市場の現状と住宅政策の課題を踏まえまして、都市再生機構の

役割についてご議論をいただければというふうに考えております。説明につきましては、

以上でございます。 

【○○委員】  どうもありがとうございました。 

 さて、きょうはフリーディスカッションでよろしいでしょうな。ご質問でもご意見でも、

とりあえずご発言をいただいて、きょうは別に取りまとめとか方向性を出すとか欲張った

ことは考えませんで、それぞれご発言をいただきたいと思いますが、いかがでございまし

ょうか。どなたからでも。 

 すみません、ちょっと私から。わかりが悪いので何度も同じことを伺っているような気

もするんですけれども、市場家賃に、１０年ほど前に原則、移行したわけですよね。その
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場合、市場家賃との比較というのはどういうふうに議論するんですかね。つまり、まず第

一に、同じものというのは基本的にないわけですね。特にニュータウン系のほうだと、民

間に５階建てでエレベーターがないなんていう物件はないわけで、だから直接比較対照す

るものがまずないのを、どうやって比較するのかという、その比較の手法の問題。もう１

つは、月々の家賃を比べているのか、それとも、ＵＲの場合には敷金・礼金・更新料のた

ぐいはたしかないんですよね。しかも保証人は要らないわけだから、実質的なコストは大

分その点でも下がっていると思うんですが、その点は勘案した上で比較ということになっ

ているんでしょうかね。教えていただければと思いますが。 

【事務局】  ご指摘の幾つかの部分にお答えできるかと思うんですが、まず、参考資料

２の一番分厚い資料でございますが、それの２９ページをごらんいただければと思います。 

 まず、入居資格についてでございますが、礼金はご指摘のとおりございませんが、敷金

につきましては、修繕等で使用いたしますので……。 

【○○委員】  わかった、失礼。 

【事務局】  大体３カ月ぐらいをいただいていると。確かに、更新料ですとか保証人が

不要という、このようなところにメリットを見出してＵＲに入ってこられる方というのも、

いるようでございます。ただし、所得がないと入れませんので、原則としては賃料の４倍

以上の所得があることが条件にはなっております。 

 家賃の設定についてということでございますけれども、近傍同種家賃ということで、Ｕ

Ｒのほうで算定するのもなかなか不可能なところがございますので、実際には毎年改定を

行っております。団地の中で代表的な住戸というものをＵＲのほうで選びまして、これの

近傍同種家賃を算定してくださいということで、不動産鑑定業者のほうに依頼をしており

ます。手法については不動産鑑定基準の方法にのっとった形で出てまいりますので、ＵＲ

のほうで特にどうしろこうしろという指示をしているわけではないんですけれども、不動

産鑑定業者のほうから返ってきた結果を踏まえまして、先生おっしゃられました、５階建

てのエレベーターのあるなしというところで、エレベーターがある場合には、民間の賃貸

住宅ですと高層階ほど家賃が高いというのが一般的だと思いますが、これは民間でも同じ

ですけれども、逆にエレベーターがないと、３階以上になってくるとどんどん家賃が逆に

落ちていくという実態がございます。また、日当たりですとか方向、向きなども家賃に影

響を及ぼしますので、その辺のところを一定の係数で補正をして、個々の住戸、１戸ごと

の住戸家賃を定めているというところでございます。 
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【○○委員】  ありがとうございます、どうも。ほかいかがでしょうか。どうぞ、ご自

由にご発言ください。 

【○○委員】  特に意見あるわけじゃないんだけどね。家賃のことで、私も専門家じゃ

ないのでよくわからないんだけれど、フローのほうは民間並みに家賃設定をしていると。

それでストックのほうに、特に古いものに高齢者が多いということだと思うんですけど、

私、基本的に機構でなきゃいけないとか民営化するべきであるとか、どっちでもいいんで

すけど、ただお話を聞くと、これは民間企業と変わらないんじゃないかと思うんですけど、

どこが民間企業と違うのかなというふうに考えました。今の家賃でいくと、更新料不要だ

とか、恐らく古いやつで、ほんとうはもうちょっと家賃を取らなきゃいけないところを取

ってないとか、そういうものが積み重なって、何か特別に入居者が保護されているという

仕組みだと思うんですね。 

 私、基本的に○○委員と考え方は同じ――方法はちょっと違うかなとは思うんですけど、

今いる高齢者をどうするかというふうにおっしゃいますけど、それはまた別の話なので、

家賃を取る取らないというところのもう少し純粋なシミュレーションというかですね。何

となく、仮説としてはその辺で非常に保護しているというか、余計な金を費やしていると。

本来、本人が払えるはずのところを、払っているんじゃないかという気がするんですね。 

 じゃあ、今の論調でいくと、これから高齢者の居住安定のために使うべきだと。それも

住宅政策、大きな意味では重要だと思うんですけれど、今のストックでやるべきかどうか

というのは、話が違うと思うんですね。その際に、さっきの、どこが違うかと。幾つか分

解しなきゃわからないので、厳密に今議論できないんですけど、例えばリスクというとこ

ろでいきますと、高齢化に伴って本人がリスクを抱えると。それを国が丸抱えで保障して

やっているという感じじゃないかなと思うんですね。 

 ちょっと私のだめな頭を駆使して考えると、例えば、この間お話をお聞きすると、うち

は排除せず、高齢者も受け入れるんだというふうにおっしゃいます。それは普通の民間で

あれば、いろいろと審査――ここに大家による審査と書いてありますが、それによってリ

スクをなるべく分散というか、受け取らないようにして工夫する結果、市場といわれるも

のの家賃に近い結果になると。ところが、機構さんはそのリスクを丸抱えする分、ほんと

うは自分のほうで抱えなくていいもの。抱えなきゃいけないかどうかというのは政策で決

めればいいんですけど、それを政策的判断なしに抱えてしまっていて、時間がたつとその

大きさが大きくなってしまっている。それから更新というものも、非常に甘いように書か
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れています。そのいろんな節目節目で、だんだんそれが積み重なっていて今の姿になって

いるのではないか。 

 一見、民間並みだけど民間じゃないと言っているところの正体というのは、そこが一番

大きいかなというふうに、まず家賃のところでは考えております。 

【○○委員】  それはそうだと思いますね。リスクプレミアムが顕在化してないという

ことですわな。 

【○○委員】  はい。 

【○○委員】  それはあると思う。なかなか算定するのは難しいけど、現実はそうだと

私も思いますわな。ほか、いかがですか。 

【○○委員】  よろしいですか。 

【○○委員】  どうぞ。 

【○○委員】  ２点ほどあるんですけど。１点は、前回の全体会議の席上でも述べまし

たけれども、平成１３年の特殊法人等整理合理化計画のところでは、賃貸について、徐々

に売却していくという考え方が盛り込まれていたわけですけれども、改めて資料を拝見す

ると、その辺の動きというのは必ずしも買ったとは言えないのではないかなというふうに、

私などの目には映るんですが、その辺のところについてどうであったのか。何らかの阻害

要因があったとしますと、それは今後の議論のところにも影響するのではないかという観

点も含めましてお伺いしたいというのが１点ですね。 

 それから、一般的に見まして、高齢者等に関しましては、民間の供給サイドのほうから

見たときには、賃貸住宅として排除性がかなり高いというふうに言えるかと思うんですけ

れども、そのところの今後についてどういうふうに考えておいたらいいのか。これはある

意味では、一つ、今後の世帯がどういうふうに変化していくのかという中で、ある部分で

は民間のほうでも供給過剰が出てくる可能性もあるだろう。一方で、ある部分について顕

著な供給不足という状況も出てくるだろうと。そういう中で、今、排除性がどういうふう

に変わっていくのだろうか。変わらないのか。その辺のところもシミュレーション、ある

いは現状のところでの民間の出し手のほう、貸し手のほうの考え方がどうかというふうな

ところなどを踏まえていかないと、議論として必ずしも合理的にならないのではないかな

というふうに思いますので、とりあえずその２点ということですが。 

【○○委員】  ちょっとごめんなさい。第１点は、市場家賃化をすると言っていながら、

それほど徹底していないんじゃないかという？ 
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【○○委員】  売却するという形で、一つ考え方がまとめられるかと思うんですけど。 

【事務局】  平成２０年の再編方針ですね、最初は。 

【事務局】  ○○委員がおっしゃっているのは、多分、小泉改革のときの方針として…

…。 

【○○委員】  ２１年の……。 

【事務局】  今、○○委員からご指摘がありました件は、恐らく平成１３年の当時の特

殊法人の整理合理化計画の中で、売却できるものは売却を進めるといったようなものがあ

ったかと思いますが……。 

【○○委員】  ええ。賃貸。 

【事務局】  現在の取り組みといたしましては、ストック再生・再編方針の中で、特に

もともと昭和３０年代等に非常に住宅不足の中で、土地を所有されているオーナーさんと

共同で、下層階にオーナーさんがお住まいで上層階に賃貸住宅を供給するという、いわゆ

る市街地住宅というものがございます。こういったものを中心にして、オーナーさんに売

却を勧めるということを、今、交渉しているところでございます。 

【○○委員】  １３年のところではもう少し幅広の感じでとらえられていたような気が

あったんですが……。 

【事務局】  整理合理化時点でのご指摘として、そういうご指摘をいただいておるんで

すけれども、都市再生機構の法案審議の際には、各党から逆に居住の安定の確保というこ

とも強く求められておりまして、そうした中で、実際に居住者が住まわれている住宅の中

で、売却できるものはどういうものがあるかということで検討を進めておりまして、その

具体の対象として市街地住宅というものを、今、検討として進めているということでござ

います。 

【○○委員】  第２点の排除性……。普通、副業でやっている大家さんは、年寄りは嫌

だって言うのが普通ですね、非常に率直にいって。これ将来を予測するのはものすごく難

しいけど、何となく調査みたいなものはおありになるんですか。 

【事務局】  本日、ご呈示しております参考資料のほうでございますが、この８ページ

をごらんいただきますと、民間で賃貸住宅を経営されている家主さんに対して、これアン

ケート調査をしたものです。家主さんの中には、こちらに出ておりますように、何らかの

形で入居者の方を限定しているという家主さんが１６％いらっしゃいます。その中で、特

に高齢者について、単身は不可であるとか高齢者のみの世帯は不可であるといった方が、
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それぞれ８％、７％いらっしゃいます。 

 なぜそうなのかということの理由をお聞きしたものが９ページにございます。例えば高

齢者で申し上げますと、家賃の滞納ですとか初期費用の支払いに対する不安、こういった

もの以外に、連帯保証人の確保ですとか、あるいは万一亡くなった場合に、その後の原状

回復等に発生するコストに対する不安、こういったものが挙がっております。 

 家賃の滞納等については、そういう滞納に対して保障するというようなシステムをつく

っていくということでの対応もできるところでございますが、お亡くなりになったときの

対応とかその辺について、制度だけではカバーできない部分もある。そういった部分での

大家さんの不安というのは、どうしても残っているのかというふうに思います。 

 そこの部分を、例えば居住者、入居者の属性に応じて家賃を変えられるか。金利等であ

れば、金利等のリスクに応じてコストを、金利を乗せるとかそういう対応の仕方もあるの

かとは思いますが、家賃を入居者の属性に応じて変更するというのは、非常に今の賃宅住

宅市場の中では難しい問題ではないかと思っております。 

【○○委員】  うーん。どうぞ。○○先生。 

【○○委員】  今の話に関連するんですが、確かにこれ、入居者を限定する理由という

のは、当然、大家さんの側にはもっともな理由としてあると思うんですが、一つの背景に

は、借地借家法もやっぱり影響していると思うんですね。それと、これまで旧公団として

やってこられたものとが、ある種、ある時代には整合的に当時の借地借家法と当時の旧公

団の政策方針とが合致する形で合っていたけれども、時代が変わってきて高齢化が進んで

きて、それぞれ法律もそうだし、機構としても必ずしも役割をうまく完全にマッチする形

で見出してないというような――法律もそうだと思いますけど、そういうところがあるん

じゃないかと。 

 そういう意味でいうと、私も初回の会合で申し上げさせていただきましたけど、社会保

障としての住宅供給というものと、純粋に住宅政策と呼ばれるものとの間の境目は明確に

はつけられないんだけれども、何らかの頭の整理というか、机上でもいいから、論理的で、

現状には必ずしも、例外的にはそぐわないものもあるかもしれないけれども、原則論とし

てどういうふうに対応を考えるかというのは、このＵＲをどうするかということを議論す

る大前提として考えておく必要があると思うんですね。 

 さすがにヨーロッパ諸国では、住宅に関して政府が一切関与してない国なんていうのは

ほとんどなくて、基本的には何らの形で政府が関与しているわけですね。もちろん、ＵＲ
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が今までやってきたものの中に、これはほぼ民間の業者でもできるんじゃないかというよ

うな部分もあるんですけれども、高齢者に対してどうするかとか、きょうの資料２－１で

２４ページに、かなりここには、「期待されるのではないか」というような言葉でＵＲの

役割が示唆されているかのように思いますけど。 

 ＵＲがそうかどうかというのは、まだ予断は持ちませんけれども、少なくともここにも

し何らかの公的関与を入れるということであれば、それはある程度整理した上で、きちん

とけじめをつけて、関与をするならすると。 

 私の今の段階での素朴なアイデアとしては、現物給付としての社会保障政策の一環とし

ての住宅供給というんですか。社会保障というのは、現金給付もあれば現物給付もあるわ

けで、もちろん、社会保障といえば厚生労働省だろうといわれれば、そうかもしれないけ

ど、別にどこの役所がやろうが、国として一貫性があれば、ちゃんと整合性があればいい

わけです。過去の歴史からすれば、これまで住宅政策は建設省というか住宅局というか、

国交省が担ってきたということなので、そこは住宅に対する現金給付、つまり住宅手当と

かそうイメージですが、整合性をきちんとつけつつ、現物給付としての住宅供給を、高齢

者というか社会保障の範囲の中で住宅供給が現物給付として必要なら、それは何らかの公

的関与をもって対応する可能性というのが一つある。それをＵＲという形でやるのかどう

かというのは次のステップになると思いますが、少なくとも高齢者や障害者に対する住宅

供給というのは何らかの公的関与がないと、なかなかスムーズにはいかないと。それは単

にお金を出しさえすれば、高齢者はどこかに入ってくれるとか、ちゃんと大家は住まわせ

てくれるという話じゃないというのが、さっきの○○先生のご質問以来のここであった議

論だと思うので、そういう意味でいうと、現物給付としての住宅供給を公的関与の元でど

ういうふうにやるか。さらには、ＵＲがどう関わるかというところが少し煮詰まってくる

と、いい整理になるんじゃないかなと思います。 

【事務局】  １点補足を、すみません。 

【○○委員】  どうぞ。 

【事務局】  ちょっと言い訳を最初に申し上げておきますけど、最初に申し上げたよう

に、このペーパー自体、これがＵＲに対する役割だということを我々は決めるつもりはな

い。○○さんから、何かあなたたちも役割を考えて出して、それでみんなにたたかれなさ

いと言われて書いたので、それだから「ないか」と書いてあるという。（笑） 

 それから２つ目、高齢者に対する住宅の供給のところの話で、大事な点が１つあると思
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っています。１つは、さっきも書いてありますように、基本的には、まずやっぱりマーケ

ットが解決すべき問題だというふうに思っています。もともと住宅公団がやっていたみた

いに、マーケットで解決すべき問題を、需要圧力が一気に高まるときに、バッファーみた

いな形で一部肩がわりをしてやることによって、市場に対する圧力を減らすという役割と

担わせるのか。あるいは、今、ご議論が出たみたいに、もともと高齢者をひっくるめて全

部かわいそうな人という取り方をするのがいいのかどうかという気が僕はするので、福祉

的に、金のない人というんですか、所得のない方のところだけを対象にするのか。ここは

高齢者対策としての役割と意味合いが大分違うんじゃないかと思いますので、それはどう

するのかというのをこちらで今申し上げるつもりはありませんが、そこを分けたご議論を

是非させていただきたいな、していきたいなと思います。 

 すみません。あまりきょうはしゃべっちゃいけないので、しゃべらないようにしてまい

ります。 

【○○委員】  それは後半の部分は、私もおっしゃるとおりなんじゃないかと思うんで

すね。 

 高齢になれば所得は減ってくるというのは、それは確かなんですが、この大家さんや何

かの意識は、家賃の不払いのリスクはもちろんあるんだけど、高齢者であること自体のリ

スクを非常に重いものと見て、リスクアバースな行動になっているんだと思うんですね。

それはだから、貧しい人、かわいそうな人、一般と高齢者とは重なりつつも違う集合であ

るというお考えは、私ももっとものような気がいたしますね。 

 これも私がそう何となく思っているだけの話ですが。すみません、私、しゃべっちゃっ

て。 

【○○委員】  すみません、きょう初めてなので、今まで出た話とかぶっちゃっている

部分があるかもしれませんけれども、僕はＵＲについていろいろな情報をいただいたので、

それを咀嚼して理解できているかどうかわからないんですが、まず、２つ見るべきところ

があると思っています。 

 １つは、まず、ＵＲ自体が家賃を払ってもらうということで、実際にそれだけで単体で

回していく可能性がある事業を行っているわけですから、入ってくるお金の使い方という

部分の問題が１つ、大いにあるなと思っていて。全体的に家賃が幾ら入って、それで何か

に使います、余った部分がこれだけですという話を伺ったときに、僕の印象では、民間と

比べても圧倒的にそこが小さすぎるというふうに理解したんですね。 
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【○○委員】  ちょっとすみません、そこがというのは？ 

【○○委員】  いわゆる利益部分が少なすぎると。 

 ということは、民間と比べて何をそんなにいっぱいお金を使っているんですかというと

ころがあって、やっぱりここは 1 回検証しなければいけないでしょうと。 

 単体でしっかり回していくということが事業としてできるのであれば、余計な税金をこ

れから突っ込まなくても済むわけですし、例えばこういうことであればお金――補給金で

したっけ何でしたっけ、そういうのでお金を入れてもらったりするじゃないですか。そう

いうのがまず要らなくなるような方向で物を考えていくということが、１個要るんじゃな

いですかということ。 

 民間の普通のこういう――全く同じものがあるかどうかわからないですけど、事業体と

しては似たようなものが幾つかあるわけで、それと比較したときの家賃収入の使途の分析

というものがしっかり行われてないんじゃないかということが１個です。 

 もう１つは、どんな人が入っているのかということに関して、過去があるので、現状、

こういう人が入っていますというのはわかるんですね。わかるんですけど、例えば１個、

経過措置で、原価家賃から変わりましたという家賃に関しても、５年で調整するみたいな

お話を伺ったと思うんです。だったら５年後にほんとうは終わっているはずなんですけど、

これが何かずっと続いているんですよね。それも実際には、僕からしたら全然意味がわか

らないんですね。５年後に直してくださいよ、ちゃんとと。それが直らないと、結局、そ

のふわふわした部分がずっと残っちゃっていることによって、実際に、うちは公益なんで

とかいうことが、別の理由がそこに加わっちゃうことで、それを見えにくくさせちゃって

いるところがあると思うんです。 

 だから１回、そういう意味で、さっきも皆さん何名かおっしゃっていましたけど。高齢

者とかそういう問題はあると思いますよ、もちろん。あるとは思うんですけど、それはＵ

Ｒだろうが民間だろうが同じなんですよね。高齢者の人が住んでいて、しかも低所得者の

人が住んでいて、ということに関してはこういうサポートをしますということが必要なん

だということを判断するのであれば、それはＵＲだろうがそうじゃないところだろうが、

やるべきことだと思うんですよ。 

 だからそういう観点から言ったときに、実はＵＲにはこれだけ住んでいるので、こうい

う人たちのためにここは家賃をそのまま据え置かなければいけないんですとか言われても、

全く納得できないんですよ。ＵＲだから特別に何とかということは、もうやめてほしいな
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と。それは別に低所得者、高齢者のためのサポートをしなきゃいけない。そのうちＵＲの

人たちもカバーしなきゃいけないから、じゃあ、そういうカバー制度をかぶせましょうと

いうのであれば、じゃあ、ＵＲも対象ですねという、そういう発想で物を考えていかなき

ゃいけないんじゃないか。もうそういうふうな垣根はないんじゃないですかということが

言えるんじゃないか。 

 使い道の問題と、入っている人に対しての分析の部分が、現状、住んじゃっている人が

いて、その人たちに対して、実際、あしたこういうことを変えたら文句を言われるとか、

そういういろいろな問題が出てきちゃうので、何となくそれを正当化する理由がいろいろ

乗っかってきちゃっているような気がするので、そういう部分を、１回更地にして、それ

に対してどんなケアをする必要があるのかということを考えて、かぶせていくという発想

をしないと、一生このまま、ＵＲだけがこういうものとして、ＵＲだけが更新料もなくて

保証金も要らなくてみたいな、そういうものとして残っていて、これが受け皿なんですと

言われても、ほんとうにそうでいいんですかという考えを持っております。 

【○○委員】  すみません、ちょっと今の話に関連して。 

【○○委員】  どうぞ。先生、今、マイクをお渡しします。 

【○○委員】  私、さっきから言っていることは、更地にしてという意味では全く同じ

で、基本的には、今、ＵＲが高齢者や低所得者の居住者を抱えているから、私が後づけ的

にそう申し上げたわけではなくて、そもそも我が国の住宅政策のあり方を根本的に考える

ときに、住宅市場政策というか住宅市場をよりワークさせるような政策というのはあって、

それに関連するところは、ひょっとしたらＵＲはもう民間に譲渡するなり民営化する事業

部分があったりとかというようなことがあるかもしれない。つまり、公的関与をなくする

方向に持っていくような形で、住宅市場全体をより活性化するような政策というのがある

かもしれないというのは、部分としてあると。 

 ただ、現状としてはそうだけれども、現状が仮に……、極端に言えば、ＵＲが仮に現状、

２０代、３０代の高所得の人ばかりしか住んでないような家を持っていたとしても、今後、

我が国の高齢化をにらんだときに、高齢者などの社会保障目的の住宅供給というのが、ヨ

ーロッパ諸国を見ていると、公的関与をもっとやらなきゃいけない部分というのは、どう

も出てくるようだと。現物給付という意味ですね。 

 そういう部分は、ＵＲなのか何なのかは知らないけれども、何らかの公的関与をもって

住宅供給をしなきゃいけないことに、恐らくなるだろうと私は思っているんですけれども、
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その部分はひょっとしたら、現状は実際、居住者に高齢者がいらっしゃる、そこを部分的

には引き継ぎつつも、もっと洗練化した形で家賃とか居住条件とかそういうのをもう 1 回

きちんと整理をした上で、行く行くはそっちの方向に整理された社会保障政策と連携がで

きた住宅供給というようなところに持っていくという、そういうようなイメージを持って

いるので、現状を引きずってそのまま、もう現状肯定的にというか、高齢者がお住まいで

退去させられないから、後づけ的に社会保障目的をくっつけたらどうだなんていうふうな

意味で私が申し上げたわけではないということだけ、つけ加えておいた。 

【○○委員】  それはそうでしょうね。○○委員、いかがですか。 

【○○委員】  ほかの部会もかかわっているものですから、分科会では発言しにくいと

ころもあるんですけど。 

 私はこの検討会の前のときからかかわっているものですから、そのときもいろいろ情報

が出ていまして、現地視察なんかもしたんですけど、今のご議論聞いていてもそうなんで

すけど、２つ筋があって、１つは、ＵＲの経営面の筋になると思います。細かい経営の話

はまた別の分科会だと思いますけど、要するに、民間と同じような形でやるなら、商売に

なるような形で供給すると。そのときに、商売にならないような人たちは出ていってもら

うのか、あるいは民営化するなら、住んでいる人ごと売却できるのかという話になってき

てですね。ところが、住んでいらっしゃる方の高齢者の方というのは、多分、そうした場

合に行き場所がないだろうということだと思います。 

 実際問題として、日本の高齢化の場合には、前回、○○先生もちょっとおっしゃいまし

たけど、特にこれから来る都市圏の高齢化というのは、多分、世界の歴史上初めての大規

模なものです。ヨーロッパの場合は、先ほど比較出ていますけれども、こんなに急速に、

大量に高齢化は進んでいませんので、社会的ないろんな基盤制度、政治制度の整備が徐々

に積み重ねられてきて、対応できたんですけど、日本の場合にはものすごく急速なわけで

すね。先ほどの資料の２４ページにありますけど、これ首都圏だけで５００万ぐらいです

か、高齢者が３０年間で増えるわけですね。そして、その中でも後期高齢者の方になりま

すと、やはり介護だとか何とかが必要になってくる。これ住宅の供給だけじゃなくて、ソ

フト面のサービスも一緒にやらなくちゃいけないと。 

 そのコストも合わせて考えていった場合に、これ誰がどうやって供給するのか。そうい

う人たちは民間でどうぞと。そして例えば、現物給付のお話もありましたけど、何らかの

形で補助をするとしても、よほど補助が手厚くならない限り、民間の人はその市場から撤
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退してくると思うんです。要するに、もう原価割れしてしまうと。そうなってきた場合に

何が起こるかということは、ちょっとこれ、大変なことになるわけでして、それを社会的

にどう支えていくかという弁を一方で考えなければいけない。 

 それを今のような形のＵＲで、民間のビジネスと同じようにと言いながら、実はいろん

な形で補助があって、そこに入っている人だけがそれを吸収しているというのは、これあ

り方として問題あると思いますから、○○先生がおっしゃいましたように、少なくとも試

行実験としては、政策として分けていかなくちゃいけないと思いますけれども。 

 何を申し上げたいかというと、そこの出口をある程度考えていかないと、ＵＲ、何とい

いましてもこれ、相当の数の方を現在のところ受け入れていらっしゃるわけですから、こ

れを前から、○○先生じゃありませんけど、全体の高齢者のあり方とどう処遇するかとい

うことを含めて、位置づけを考えていく。その場合には何らか、仮にですけど、完全に民

営化してしまう場合には、同じような形で補助ができるのかどうか。あるいはそうでない

とした場合でも、内部でビジネスの部分ときちっと切り分けるということができるのかど

うか。その辺を考えていかなきゃならないと思います。 

 ○○先生と同じなんですけど、両方、社会保障のほうの関係の話と、まさに住宅ビジネ

スとしての関係のこれを、どううまく調整していくか。特にその場合、高齢化のもたらす

課題の大きさというのは、これは相当深刻だというふうに思います。 

 もうちょっと言っておきますと、２０５５年になりますと、人口が９,０００万を切っ

て、６５歳以上の高齢化率が４０％。そのうち７５歳以上の人は２７％ですけど、社会保

障・人口問題研究所の数字を見ていて驚きましたのは、２０５５年ぐらいになりますと１

００歳以上の人が６０万人から７０万人になると。鳥取県の人口が６０万を切ってますの

で、そういう人たちは皆さんお元気ならば言うことないんですけれども、やっぱり相当深

刻な話になってくるだろうと思います。 

 特に社会保障のほうでは、逆な言い方で言いますと、なるべく本人が自立できてＱＯＬ

を下げないようにするためには、ずっと暮らしてきた場所で居住するのが望ましいと。先

ほど、ＵＲの写真の中で、和室が古くなったのを洋室に新しくしていましたけれども、今

の社会保障の先端では、むしろ逆であって、壁のしみから柱の傷から、そのまま残してお

くほうが本人のＱＯＬのためにはいいという、そういうあれもあってですね、どういうこ

とが可能なのかというのはわかりませんけれども。感想でもありませんが。 

【○○委員】  ありがとうございました。 
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【○○委員】  ちょっとよろしいですか。 

【○○委員】  どうぞどうぞ、○○先生。 

【○○委員】  シミュレーションというか、データがないので何とも、２カ月や３カ月

でどうこうというのは難しいかとは思うんですけれども、今の先生の議論の中でも、やや

途中から話がそれているかなっていう気はするんですね。 

 １つは、今抱えている居住者の方をどうするか。で、行き場がないということかもしれ

ないんですが、それは初回の○○先生の言い方がきつかったかもしれませんが、もう２０

年たてば清算されるんだと。 

【○○委員】  そこまでは……。まあ、ありていに言えばそういうこと。 

【○○委員】  ごめんなさい。ま、言ってみればね。 

 今いる人をどうするかということと、これから非常に多くなってくる高齢者がいますね

というのは、全然違う話だと思うんですね。それはまず離して考えなきゃいけないと。 

 しかも、契約とか更新とかいうシステムは非常に重要だと思うんですね、そのときに。

ですから、今いる居住者については、どのような形でソフトランディングなり、若干ハー

ドも含めてランディングさせるかというのを大まかに想定しないと、シミュレーションと

いっても大きく想定できればいいと思うんですが、なかなか時間がないんじゃないかと思

うんです。 

 それで、もう１個、論点としてこういうのがあるんじゃないかと思うんですが。今まで

の路線でいきますと、不必要なというか、民間でもできるのは売却するという発想だけだ

ったと思うんですけど、今までもし検討されていたら教えていただきたいんですが、要は

ＪＲと一緒で、不採算路線も含めて、もうかるところも含めて、新幹線とセットで民営化

しますというシミュレーションをしたかどうかということなんですね。 

 私の発想では、民間と対抗できるところを売るという発想ではなくて、丸ごとやりなさ

いというふうに、民間会社をつくって、ちゃんとした経営者を呼んできて経営させて、先

ほど○○先生がおっしゃっていたところもちゃんとさせて、そして今抱えている居住者を

どうするのかというところをまるごと任せてやらせるということが重要だと思うんですね。

なかなか、住宅政策のほうでこうだからああだからといって上からいろいろ考えても、そ

んなことできるわけなくて、それはそれでむしろ切り離して、今後の居住、高齢者、居

住者はどうあるべきかというところからしっかりと国交省が考えるべきことであって、

今の会社をどうするかということはやはり別物ではないかなというふうに思います。 
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【○○委員】  ちょっとよろしいですか。 

 ２点で、論点がそれているというのは、確かにおっしゃるとおりかもしれません。私自

身は、だからＵＲをどうこうというよりも、基本として高齢者に対する住宅というものの、

それの政策がないと、やっぱりこの位置づけも変わってこないのではないか。だから、こ

れ仮にＵＲを解散してしまってほかの形にするというのも、十分選択肢としてあり得ると

思いますけど、その場合でも高齢者の問題をどうしていくのかということは考えざるを得

ないわけで、そのときに、このような似たような組織を、ストックも含めて活用するとい

う可能性はかなりあるのではないかと思います。ただそれは、今の延長というわけではな

いということ。 

 もう１点、これは先ほど申し上げませんでしたけど、これから高齢者が急速に増加する

というふうに申し上げましたけど、これ無限に増加し続けるわけではなくて、当然のこと

ですけど、団塊の世代の人たちが抜けてしまいますと、一時下がります。その後、団塊ジ

ュニアの人たちが上がってきます。大体、今の推計がどれくらいぶれるかわかりませんけ

れども、荒っぽい予測をしますと、２１世紀の後半は高齢化率が４０％かそれ以下で、全

体として人口が縮小してくるのではないかなと思っています。それは生まれてくる子供の

数が減ってくるというわけですけれども、そうした場合にどこをピークにして考えるか。

逆に言いますと、団塊の世代が一番増える２０３０年とか２０４０年ぐらいの間をどうや

ってしのぐかという話になってくるわけで、その後は少し余裕が出て、またそこから考え

ることができるかなと思いますし、ただ、３０年４０年までしのげるかというのが、これ

は○○さんの……。かなり厳しいところかなと思います。 

【○○委員】  うーん。佳境に入ってきたな。 

【○○委員】  ちょっとそれに加えて、もう１個。 

 当時、ちょっと言い方悪いですけど、遠・高・狭といわれて、とんでもないところにい

っぱい団地があって、そこに高齢者がたくさんたまっていると。ちょっとその……、デー

タに基づいて言っているわけじゃないですけど。 

【○○委員】  まあまあ、そう。 

【○○委員】  そんなところに若者住むわけないでしょうっていう気がするんだけど、

今後の立地選択というのはどのように行われるかという意味でのストックの価値、それを

ちゃんと見極めないと、高齢者が増えるから何かあてがわなきゃいけないという発想だけ

ではないんじゃないかなという気はしますけどね。 

 -27-



【○○委員】  立地は、新規開発はないんだから、今までのところをどうするかという

問題しかなくて、それは遠いところが多いのはご指摘のとおりですわね、事実としては。

要するに、手当てのしやすいところはそういうところしか基本的になかったわけだから、

これはこれでまた仕様がないですよね。何でも仕様がないという話に全部なってしまうん

だけども、事実はそういうことでしょうな。 

 どうぞ、ほかの方も。あるいは国交省さんのほうでも結構ですよ。 

【事務局】  これ、家賃の話ってすごく大事な話だと思うんですね。本来取るべき、あ

るいは取れるはずなのに取れない。資料２－２の年表――これ、すごく力を入れてかつて

つくった、この２枚３枚目は住宅分だけを全部挙げてあるんです。真ん中のところに家賃

という欄があって、過去の家賃の経過がどうで、家賃を引き上げてどういうことが起きて

きたかというのを全部書いてあります。 

 具体的に言いますと、家賃の改定を初めてやりましたのは、昭和５０年度の下のところ

にありますように、第１次家賃改定と赤で書いてあります、昭和５３年。このとき、３５

万戸を対象にして家賃を５,３００円上げようと思ったら、うち２０万戸ですから、６

０％が不払い。むしろ旗が立って、で、４,０００人弱が訴訟になるという事態になって。

別に、だから我々は苦労したということを言いたいんじゃなくて。結果的に何が起きるか

というと、政治的に、もう家賃上げられないじゃないかという話にどんどんなっていくん

ですね。 

 これ以降も、実は、その右に５８年度とあって、昭和６３年以降は３年に一遍ずつ家賃

を上げるというのをずっとやってきたわけですけれども、このために、さっきあった家賃

の減額措置をやる対象はどんどん広がっていくんですね。これ、おまえらはけしからんと

いうのはどんどん甘受しますけど、必ず政治的にそうなるんですね。一番右の平成１６年

以降を見ていただいて、２１年に、去年、家賃改定をやるはずだったんです。これ行革の

ばたばたの中で、平成１９年に賃貸住宅全体を減らすと。前回の本分科会で、３０年もか

けて減らすなんてとんでもない、もっと早く減らせというふうになったんですが、それで

も大騒ぎになって、結局、むしろ旗が立って、２１年の家賃改定も大臣はやらない、当分

見送りと。 

 １つ大事なのは、家賃は本来必要なところへの助成というのをちゃんとやらなきゃいけ

ないためには、取れるところをちゃんと取れる仕組みになってなきゃいけないんだと思う

んですね。それがなってないというのは、家賃の議論になるときに非常に大事な点なんだ
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と思うんですね。助成のほうだけ議論していると大変バランスが悪いなという気がいたし

ております。 

 ちなみに、昨年の事業仕分けでしかられましたのは、そのむしろ旗が立って家賃を下げ

るための財源が毎年毎年供給されるという保障はないから、出資金に変えろといって政治

的にいろいろ言われて、出資金にして去年は無事事業仕分けで通った形という、そういう

コースでやりました。 

【○○委員】  ちょっと申し上げておきたい。今の家賃の話もそうなんですけど、その

場合に、やはり皆さん集まって組織して、訴訟できるところだけ優遇されるということに

なりますね。皆さんのご意見出てましたけれども、たまたまＵＲに入っている高齢者の方

だけ、そういう意味で優遇を受けると。質も比べてです。家賃は変わらないとして、もっ

と劣悪な住居しかないとしましたら同じことですから。そのこと自体の平等性といいまし

ょうか、保障政策の問題もあるかと思いますし、まして上げられないとしますと、相当所

得の高い人なんかは得をしているわけですから。 

 今まではどちらかというと中でそれやりくりをして、中だけである意味でバランスを取

ってきたと思いますけど、外にいる人も、先ほどから出ていますように、見てきた場合に、

もうちょっと違う話になるし、状況はもっと厳しくなるかなと思います。 

【○○委員】  政治的バーゲニングになっちゃうんですよね。 

【○○委員】  今の話、非常にわかりやすいので、よくよくお立場は理解するんですけ

れども、それって、でも何でそんななっちゃうんですかっていうことで言うと、ＵＲとい

う旗印でこれだけでかくやっているからだと思うんですよ。であれば、ほんとうはまずも

うちょっと細かくしちゃうということのほうが重要で、細かくした上で、うちはことし下

げますよとか上げますよとかということを個別にやっていって、それに対して政治圧力が

かからない状態をつくるということが、システム論としては重要で。でないと、いつまで

もいつまでもごねている人たちがいて、投票するぞしないぞと言うことで、それを絡ませ

てやっていると、市場家賃なんかになるわけありませんよみたいな話になってしまうんじ

ゃないかな。 

 結局、たかが大家ビジネスですから、そのたかが大家ビジネスの家賃決めに対して、

一々政治介入なんかするなよという話なので、それをやれる仕組みは、今の図体じゃでき

ないのだったら、図体を変えないといけないんじゃないんですかという話になるんじゃな

いかと思いますけど。 
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【○○委員】  どうぞ。 

【事務局】  数字のご紹介だけでございます。 

 今、家賃の問題が議論になっておりますが、平成１１年に市場家賃化をいたしておりま

す。その後、この資料２－２にもございますように、家賃改定のルールとしては３年に１

度、継続家賃については見直しをするということになっております。ただ、市場家賃に比

べて現在いただいている家賃が高い場合は、その３年に１度の改定を待たずに、下げるほ

うは毎年家賃改定を行って、ただ上げるほうは３年に 1 回というしばりがございます。 

 直近は、実は昨年の 4 月がその家賃改定の時期に当たっておったわけでございますが、

経済状況を背景としまして、家賃据え置きの要望等がございまして、改定が見送られてお

ります。その結果といたしまして、年間でいきますと大体１５億、本来いただくべき家賃

から現在家賃が上げられてない状態にございます。 

 それから、○○委員からご指摘のありました、市場家賃化した際に激変緩和措置をとる

ということで、それを３分の１ずつすき間を埋めていくというルールでやっておるわけで

ございますが、そこの部分が、市場家賃が連動して変わってその３分の１というルールに

なっておるものですから、市場家賃化して１０年たっておるんですが、完全に埋まり切っ

てない部分がございます。こちらの部分が、今、年間で大体４５億ぐらいすき間があると

いう形になります。 

【○○委員】  それに関しては、最初に市場家賃化しますよと決定をしたところの元の

家賃とその差額に関しては、それを３段階でやりますと決めたんだったら、それでいいと

思うんですけど、その後の変動の部分。市場家賃から市場家賃の変動ですよね、それって。

それ、何で市場でやらないんですかという話だと思うんですね。それは皆さんがいけない

のか、その仕組みを入れた人がいけないのかわからないですけど。市場家賃なんだから、

時価じゃないですかということの部分に関しては、それを別に３段階にする必要は全くな

くて、一般の社会だって普通にやっている話なんだから、それはやればよくて、原価家賃

から市場家賃になりましたというところの階段に関しては、いきなり来るとショックが大

きいから３段階で、じゃあ、それはいいですよと。それは何年でやるんでしたっけ。ほん

とだったらもう終わってなきゃいけないですよね。 

【事務局】  ３年に 1 回のルールですから。 

【○○委員】  ですよね。だから９年で終わるはずなんですよね。 

【事務局】  だから、３回改定すれば大体終わるはずです。 
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【○○委員】  それがもう１１年だから終わっているはずなのにそれが残って、市場と

市場の変化の間のすき間までずっと残っているというのは、なぞの仕組みですよね。これ

はやっぱりやめて、あとは改定が、ことしはやらないとかやるとかに一々政治決定が入ら

ないような仕組みをつくらないと、まともな家賃にはならない、一生。 

【○○委員】  そうですね。その家賃の問題も、まず仕組みの問題と、それから、ほん

とうに市場家賃にしていれば得べかりし家賃との差額がどれだけだったかというのは、こ

れは意外に――実際には、正確になんかわからないんだけど、家賃収入は粗収入で、たし

か６千何百億かありますわな。それとの比較でいうと、得べかりしなんだけど、実際には

取ってない家賃と、それから減額措置もありますけれども、意外に小さい値かもしれない

んですね。調べてみないとわからないですよ。 

【○○委員】  マスで見たら。 

【事務局】  民間の家賃収入が、直近の２０年度でいきますと大体５,７００億でござ

いますので、率からしますと非常に小さい率にはなっておりますが。５,７００億に対し

て、先ほど申し上げた４５億、あるいは上げられなかった分が１５億でございます。 

【○○委員】  ただ、それは……。 

【事務局】  これは、でもですね、民間の賃貸住宅でも実は、投資額に対する受益の金

額って意外に小さいんですね。事業税の算入が小さいのはそれでなのでですね。 

【○○委員】  そうですね。 

【事務局】  決して僕は……。小さいかどうかってちゃんと調べて、もう１回データに

しておつくりしたほうがいいと思います。 

【○○委員】  ええ。私もそう思います。 

【事務局】  収入に比べて減額措置が小さいというのを数字だけ見て言うのは、ちょっ

と危険だと思います。 

【○○委員】  そうそう。そうですね。ほかいかがでしょうか。 

【○○委員】  ちょっと要望というか、こうしなきゃいけないんじゃないかと思うんで

すけど。 

 今、何が問題かというのを検討するよりも、あるシナリオを想定して、それがいけそう

かどうかどうかってやらないと、とても２～３カ月じゃ済まないと思うんですね。ですか

ら売却でいくのか。丸々移行して勝手やってくださいと。じゃあ、そのときのシステムは

どうするのかと。大きく言うと２つしかないかなとは思うんだけど。現行というのもある
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かもしれないんだけど、住宅政策をどうするかというのはちょっとわきに置いておくとす

ると、かなり限定された選択肢しかないんじゃないかと思うので、それを、どこを詰めた

らいいかというのを詰めなきゃいけないんじゃないかなと思いますけど。 

【○○委員】  そうです。どうぞ。 

【○○委員】  それはそのとおりだと思います。早めにあり得べきシナリオについて、

まずは粗いストーリー、次いでより細かい試算というものがあるといいと思うんですが。 

 そのときに一つ、民営化するなり民間に事業譲渡するなりしたとして、ただ、やっぱり

私が思うのは、国として住宅供給にかかわることがなくなるということでよいのかどうか

という政策判断が伴うと。それでいて、地方自治体は引き続き公営住宅を供給する行政権

限を持っているわけですね。そのバランスでいいのかどうかというところです。高齢者に

対する配慮とかそういうようなことで住宅供給するのは、これはもう国とは一切関与しな

いで、自治体でやる。私は、どちらかというと逆というか、自治体がやめて国がやったほ

うが、まだね……。自治体がやるのを残しておきながら国がやめるというのは、かなり悪

いシナリオではないか。むしろ逆に、地方がやめて国がやるというほうが、まだいいんじ

ゃないかというぐらいに思うんですけど。 

【○○委員】  実は僕も賛成。 

【○○委員】  私はどちらでも、いろいろな議論があっていいと思いますけど。 

 今のことでちょっと申し上げますと、地方自治体が公営住宅というのは、今はもうどん

どんやめたがっている状態なんですね。それは地方財政が非常に厳しいですし、特にＵＲ

がたくさん団地を持ってらっしゃる都市部は、これからは多分、このあたりの自治体は今

まではよかったですけど、今までは収入もありましたけど、借金もいっぱいありますけど、

これからは高齢者が増えてきますと、リタイアした人で収入が減りますので、税収が減っ

てきています。住民税の長期的低下のトレンドが出ております。そして、そういう人たち

が後期高齢者になったときの社会保障負担というのは、社会福祉はものすごい額になるん

ですね。その中で住宅までというのは、とてもじゃないけど難しくなってきます。 

 ストック全体でいえば、多分、いろんな意味での高齢者施設というのは、農村部のほか

の県のほうで余剰が出てくると思います。マンパワーはわかりませんけど、ソフトはわか

りません。 

 そうはいっても、移ってくださいってわけにいく話じゃないので、ただ、地方が受け皿

として、民間か地方かというときに、そう簡単に受け皿が機能するとは思えないという、
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ますます出口のない話になりますけど。そういう情報提供だけしておきます。 

【○○委員】  ありがとうございます。 

 いいですか。○○先生がおっしゃった、国はやめて地方を残すというのは、私も、本来

おかしいと。今○○委員がおっしゃったように、そもそも地方に財源がないというのもあ

るけど、もう一つ、理論的にね。 

【○○委員】  原理的に。 

【○○委員】  原理的に、そもそも地方にこの種の福祉を任せるのは、アメリカで福祉

競争、つまり貧乏人は追い出したいというインセンティブが強烈に働くんですね。だから

むしろ、何というか、非常に残酷な結果をもたらす可能性のほうが強くて、本来は国がや

らなきゃいけないことだと、私も原理的には思います。可能かどうかは問題じゃないです

よ、理屈はそうじゃないかなという気がするんですね。 

【○○委員】  全体の進行を管理する立場から言うと、これ困ってしまう問題でしてね。

要するに、３カ月で結論を出すというときには、ＵＲの組織自体は、民営化するとか住宅

どうするかとありますけど、その前提として、国全体の住宅政策の受け皿がなければ議論

がしにくいとしますと、これが３カ月ぐらいでできるとはとても思えないものですから。 

【○○委員】  そうです。 

【○○委員】  どういう形で出口を考えていくかというのは、皆さん、お知恵を貸して

いただきたいと思いますが。 

【○○委員】  もう話は出ちゃいましたからね。どこかで言わなきゃいけないなと思っ

ていたんですが、皆さんが言ってくださったので。 

 作業は二本立てでやらなきゃいけないと思うんです、当分科会として。○○委員は○○

委員で、全体をお考えいただいて、私がお預かりしているところは。まずは、さっき○○

先生がおっしゃったし、ほかの皆さんも大体それはわかっていることだとおっしゃるんだ

ろうけど、一種のガバナンスというか組織形態を、まあ……。これで行こうと言っている

わけじゃありませんよ、これは現実には可能性ないんだけど、民間売却と、それから一種、

国鉄みたいな分割民営化と、それから現状維持という基本線ぐらいは考えて、これでやれ

るかどうか、やれるとしたらどういうふうになっていくのかという、まさにシミュレーシ

ョンですね。これはどっちみちやらなきゃいけない。 

 それともう１つは、そのどれを取るにせよ、もっと上位政策。つまりは住宅政策一般、

あるいは高齢者政策一般といったものと、これをそれぞれどうリンクさせるかと。これは
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もちろん不可分なんだけど、一応、頭の中では分けて作業せざるを得ないんじゃないかと

思うんです。 

 で、シミュレーションのほうは、コンサルでも使えばある程度すぐにできる話で、やろ

うと言ったらできるんですけど、問題はむしろ後者のほうで、上位政策の中での位置づけ

を考えなきゃいけないというのは、前回、○○先生もおっしゃるとおり、それ自体は……。 

【事務局】  私じゃない……。（笑） 

【○○委員】  それ自体はおっしゃるとおりで、それは全く正論なんだが、問題は、そ

もそもその上位政策がないんだな。住宅も高齢者もそうですよ、じゃあ、どの文書を見れ

ばカチッと書いてありますというものがないわけじゃないですか。それは何も責めている

んじゃなくて、これだけ流動的なんだから仕様がないんですよ。だからそれは、一体上位

政策というのはそもそも何であるかを定義しなければならないんですよ。これはどうやっ

てやったらいいものですかね。 

【○○委員】  例えば、仕様がないんだから、高齢者は国が面倒を見て受け皿をつくっ

てくれるという前提を……。 

【○○委員】  よろしいでしょうか。 

【○○委員】  じゃあ、○○先生。 

【○○委員】  今、○○委員がおっしゃったように、ある一定のこの検討会ないし分科

会としての想定、ないしはこうあるべきだという若干の理想も含めた要望を前提に、ＵＲ

の位置づけを考えていくという立て方でいいんじゃないかというふうにも思うんですが。

それを事務局がお許しくださればですね。 

【○○委員】  お許しも何も……。 

【○○委員】  むしろこちらで。 

【○○委員】  以上です。 

【○○委員】  ただ、現状をあまり引きずってやってしまうと、いつまでもゆがんだ状

態が続いていくと思うんですね。だから、上位政策は上位政策で、それは提言としては出

していいと思うんですけど、それはＵＲに限らないじゃないですか。 

【○○委員】  そうですね。 

【○○委員】  だから、こういう上位政策をつけてくださいねということを示せばよく

て、ＵＲはＵＲとして、住宅を提供している大家さんビジネスをやっている、民間なのか

わからないですけど、組織として出すと。それに公の部分で、高齢者なり何なりに関して
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はこういうことが必ず要りますよねと。それは財政出動も伴うことかもしれません。そう

いうものに対して適用をちゃんとしてください、そうしたらＵＲにもそういう形でお金が

入る可能性もありますねと。そういうような示し方をしないと、筋は通らなくてねじ曲が

った状態で、ＵＲだけに入った人が供給できるような公のようなサポートみたいなものが

ＵＲにだけ加わってしまうということになるので。 

 逆に言うと、民間事業者でも同じようなことを提供するところは、そういったサポート

が国からありますよと。それが国がやるサポートであって、ただそれは、正直言うと国の

事業ではなくて、国の制度になるんだろうと。仕分けをやっていましたけど、国はどんど

ん事業から撤退してもらって、事業は民間がやる、それに対して国は制度として用意する

から、民間がそれやってくださいという形にしていかないと、極めていびつな国家社会主

義的なものがどんどん残っていってしまって、ややこしくなると思うので。 

 ＵＲに関しては、せっかくこれだけのものがもうインフラとしてあるので、それはでき

るだけ民に近い状態にして、ほかのものも分け隔てなく、こういう政策を上につけてくだ

さいねという形で示すのがあるべき姿で、ここで１回直すんだったら、ここで１回そうい

うことをやらないといけないんじゃないかという気がします。 

【○○委員】  ちょっと、それに対して、いいですか。 

【○○委員】  どうぞ。 

【○○委員】  ちょっと僕、ニュアンスが違うんですが。 

 今のは基本なんだけど、住宅政策そのものを論じるのではなくて、３分の１ぐらい住宅

政策側に寄った感じという感じだったんですけど。 

 一応、シミュレーションとしては純粋に検討してみると。しかし、今いる高齢者という

のはちょっと置いておいて、しかし、さらになお住宅政策の関与すべき部分があるのでは

ないかと思うんですね、当然。だから機構の側から、このような住宅政策が必要なんだと

いうことを逆に持ち上げるというか。大きな住宅政策というのはアバウトでいいと思うん

だけど、その持ち上げる部分はちゃんとしないと、実際に民営化しようといったって、成

り立たない部分が出てくると思うんです。 

 ただ、それを検討するためには、先ほどの私の議論でいくとリスクの部分――入居者の

リスクの評価もそうだし、リスクのヘッジ方法もそうだし、それから、リスクが大きくな

らないように、例えば入居者管理をどうするかとかそういうものも含めて、できるだけ詰

めていって、どの部分が住宅政策の関与がないとやり切れないか、あるいは何年間そうい
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うのがないとだめなのかと。５年単位ぐらいでいいので、大体想定をして、それを住宅政

策としても継続して必要だというふうに言っていくのが、ちょうどいいんじゃないかなと

いう気がしますけど。 

【○○委員】  経過的に。 

【○○委員】  そうですね。 

【○○委員】  そうですね。経過的、あるいは、経過的という意味かもしれないんだけ

ど、次の政策の一部の受け皿になる可能性も含めて。基本的には先生と考えは同じなんで

すけど。 

【○○委員】  よろしいですか。 

【○○委員】  どうぞ。 

【○○委員】  先ほど○○委員のほうから、３つに区分するというシミュレーションが

考えられるんじゃないかと、それについて議論というお話があったんですけど、私は、も

う１つタイプとして加えることを提案したいと思うんですけど。 

 さすがに今、全体を考えますと、これ全部、今のといいますか公的関与全体に行ったと

ころで運営されていくという考えは、少々無理があるかなという感じもありますので、部

分的に民営化される部分と、部分的に公的関与を大きく残すというところと、２つに区分

するという考え方もあるのではないかというのが案です。 

 ただ、現実問題、マネジメントを考えたときにはものすごく難しい選択だということは

明らかなんですけど。 

【○○委員】  そうそう。そうなんですよね。 

【○○委員】  ただ、一応、タイプとしてもう１つ考えることを提案したいという。 

【○○委員】  もちろん。それは手持ちのこまはぜひ増やしていただきたいなと思いま

すね。 

【○○委員】  それからあと、よく行政改革で言われる話の中でのことなんですけど、

これは４つのタイプについて検討する際のというふうなところでの意見なんですけど、私

は仕事というところではほとんど民とかかわっているわけですけれども、民は善なるもの

だとは、私、全く思っていないんですね。 

【○○委員】  それはもう……。 

【○○委員】  今、ほかのところで、官のかかわりはモニタリングという形で行ったほ

うがいいんではないかということを提案するようなところがあるんですけれども、住宅と
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かそういったことを考えたときに、モニタリングでも済むかどうかというところに、もの

すごい不安はあります。そういったところも含めて検討が必要であろうというように、一

応、申し上げておきたいと思います。 

【○○委員】  モニタリング……。 

【○○委員】  具体的にはモニタリングとは、だれが何を。 

【○○委員】  要は、官のほうが監督するという構図ですね。 

【○○委員】  悪徳業者の……。 

【○○委員】  規制を、日常的あるいは事後的に行っていくという形ですね。 

【○○委員】  ちょっと話変わりますけど、データで、私も民営化のあれでシミュレー

ションというのは絶対必要で、それが可能ならばと思いますけど、例えば、入っていらっ

しゃる方の平均収入とか所得があって、どれくらいまでの家賃に耐えられるかというよう

なことは、データでわかるんですかね。 

【○○委員】  それはあるでしょうね。 

【○○委員】  それがかなり……。先ほど、値上げのときに２０万人払わなかったとい

うの、これは意図的なあれだと思いますけれども、払えなくなった人で、出ていってくだ

さいということはどれぐらい言えるかという話が、現状の問題としてかなりあるわけです

ね。そこの辺について、そういうことは聞いたら、すぐ払えなくなると言うだろうし……。 

【○○委員】  それは経済学でいう「willingness to pay」を聞くことだから、なかな

か難しい。正直な申告が、リーディングはなかなかできないんだけれども、興味深い論点

ではあるんですね、確かに。というか、非常に重要な。 

【○○委員】  ちょっとよろしいですか。 

【○○委員】  どうぞどうぞ。 

【○○委員】  今の話に関連して、ちょっと技術的ですけど、可能性があるとすれば、

月収ないし年収に比してどれぐらいまで払えると見立てるかということだと思うんですね。 

【○○委員】  そうそう。そういうことです。 

【○○委員】  ただ、年収のフローだけだと年金とかあれなんでしょうけど、ストック

も入るでしょう。 

【○○委員】  もちろんそうですね、ストック……。 

【○○委員】  だからそこも入れて、支払い能力。 

【○○委員】  居住者の、さすがにそこまではさすがにお調べになっていられないです
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から。 

【○○委員】  だから、何らかのデータがあって、それで……。 

【○○委員】  どうしても公団に住むのは身ぐるみはがされるみたいなことになっちゃ

うから、それはさすがに無理だ。 

【○○委員】  じゃあ、あらあらのデータがないと、何となく実感が伴わないようにな

っちゃいますね、確かに。ほかいかがでしょうか。 

【○○委員】  最後に感想で。こちらの分科会、分科会でご議論していただいて、また

全体会でご議論していただけると思いますけど、一応、私は政治学者なものですから。 

 申し上げたいことが２つあって、１つは、制度も完璧でないし、市場も完全ではないわ

けですね。それを上手に補完するのが政治的判断なんですけど、その政治というのが必ず

しもいい方向に動くわけではなくて、市場がやったらうまくいくものを、制度がやったら

うまくいくはずのものをかえって悪くするというところもあるんですね。ただこれは、だ

から政治を排除してしまえというと、政治学者としては何とも立場が困ってしまうという

のがありますし、そこのところをどうやるかというのは、政策をどうするかというのと、

そうなりますと選挙とか政治を全部にらみながら、どういう形で出していくかというとこ

ろを、この場も、多分、この結果において現政権はＵＲのあり方なり何なりをお考えにな

るとしたら、やっぱり配慮せざるを得ないだろうと思います。それが第１点。 

 もう１つはＵＲそのもので、この間もどこかで申し上げたんですけど、独立行政法人と

いう制度が仕分けの対象になって非常に問題になっていますけど、私はこれ、橋本内閣で

つくるときに若干お手伝いした観点から言いますと、本来の仕組みそのものはそんなに悪

い仕組みではないと思うんですね。要するに、今まで法律とか予算でがちがちに縛ってい

て、非常に非効率だったり融通が利かなかったところを、目標を明確化して裁量権を渡し

て効率化する。そういう意味でいいますと、イギリスなんか幾つかやっていますけど、い

わゆる効率化係数だけを掛けていって、そして内部革新というものを促進していくという

仕組みのはずなんですけれども、日本の場合、なぜかって理由はわかっているんですけれ

ども、いわゆる特殊法人を引きずってしまったものですから、最初のときの制度設計では

第１期の中期計画は、これは組織形態を変えるだけでやむを得ないだろう、２期目から本

格的に評価をしてという話だったと思いますけど、２期目が来るか来ないかのところで財

政的に大変厳しいことになりまして、政権交代が起こってしまったと。 

 ここで、今も議論が出ていますけど、この独立行政法人という形態を――ここで言う話
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かどうか知りませんけれども、いわばやめてしまって完全に民へ任すか、あるいはそうで

ない部分は公でもってきちっと面倒を見るかという、その方向の意見が多いようにも社会

一般でするんですけれども、そうなのかどうか。本来の独立行政法人という仕組みも活用

するということがあってもいいのではないか。というのは、先ほど申し上げましたように、

これはこれとして効率化の原理で、ある意味、政治から遮断された話で動き得るものです

から、むしろ危なっかしい、政治が直接入って公的な部分でやるよりは、こういう仕組み

というものも考えられるのではないか。これは感想というか、一般的にこの種の議論をし

ていて思うところですので。同じように、政府系金融機関の場合、もっと厄介な話がある

と思いますけど。 

【○○委員】  そうでしょうね。 

 ほかいかがですか、どなたか。いいですか、どなたかいらっしゃいませんか。 

 率直なところ、１回目にしては、私が期待したよりもずっと煮詰めていただいて、とい

うか、大体こういうふうにやっていくしかないということを皆さん薄々おわかりだったの

で、それでこれでいこうということに、だんだん固まってきたような気がするんですが、

一応、これからやるべき作業として、先ほど申し上げましたようにガバナンスのシミュレ

ーション。それは手ごまは別に３つか４つか限る必要はないんですが、それでやってみる。

一方、上位政策をただ単に提言みたいなものにするのか、さらには上位政策そのものを何

かに踏み込むのかはともかくといたしまして、何かの意味で上位政策――上位政策といっ

ても結局は住宅政策と高齢者政策ということになると思うんですが、これとの関連性をど

う考えるかということになると思うんです。 

 そこで、委員の皆様方にも大いにご助力をいただきつつ、事務局にはとりあえずのシミ

ュレーションの手ごまを整理していただくのと、もう１つは、上位政策である住宅政策や

高齢者政策で、何というのか、整合性を考えておかなきゃいけないような主要な文書とい

うのをピックアップしていただけないかなというのがあるんですが、どんなもんでしょう

か。できますかね。あまり寝てない皆さんに、さらに過重なバックロードを負わせるのは

大変申しわけないんだけど。 

【事務局】  いえいえ。 

【○○委員】  やっぱりそれ、一応あいさつはしておかなきゃならんでしょう、どっち

みち。 

【○○委員】  私も精査したわけじゃありませんけど、都市部の高齢化についてはまだ
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問題の認識すら十分にされてないのが現状だと思います。日本全体で……。 

【○○委員】  いやあ、それはショッキングですよね。 

【○○委員】  農村部で食うという話ですけど、グラフとかいろいろ私どもで調べてい

ますけど、これはやっぱり恐るべき数、数字というか状況で、私なんか近くに住んでいま

すから、どこか移ろうかと思いたくなるような。 

【○○委員】  シミュレーション、手ごまとか、それから政策についてもどんどん委員

の方に批判をしていただかなきゃいけないと思いますよ、ほんとに。何かあまり出口の絵

はないんでしょう、率直に言って、これだっていうの。（笑） 

【事務局】  ありません。 

【○○委員】  ほらほら、こういうことを言っているんだから。（笑） 

【事務局】  ただし、前回、親委員会のほうで申し上げたように、大臣から言われてい

ますのは、今までの審議会みたいに議論を１つにまとめる必要はないと。いろんな意見が

あればいろんな意見を全部併記して挙げてくれ、最終的には自分たちだと言われてますの

で、そこは。 

【○○委員】  わかります。だから、政治家にご判断いただくオプションを示すという

ことですよね。理由づけで。 

 はい。わかりました。じゃあ、大筋はそんなような作業にさせていただいて、次から日

程的なところをご説明いただけますか。 

【○○委員】  ちょっと何をするか、分科会長と事務局で詰めていただいてですね。 

【○○委員】  そうですね。 

【事務局】  今後の進め方ということで、資料３をお示しさせていただいております。

これから、とりあえず委員の先生方、４回までの物理的には日程を入れさせていただいて

おります。具体的に各回で何を進めていくかということでございますが、今回いろいろご

提示いただきました事項、ガバナンスのシミュレーションですとか住政策との関連性、こ

れは正直言いましてできた順からご提示させていただきたいというふうに思っております

が。 

 それと併せて、各委員のほうから、検討するに当たってさまざまなステークホルダーと

の関係もございますので、そういったところについても実態等をまず把握したほうが、と

いうようなご指摘もいただいておりましたので、とりあえず第２回、来週の月曜日でござ

いますが、事務局の案といたしましては関係者のヒアリングということで、ヒアリングを
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していただいたらどうかというふうに考えております。テーマといたしましては、これま

で各委員からご指摘をいただいております中では、居住者の実態をまず押さえておく必要

があるのではないかということでございました。それから、高齢化の問題が出ております

ので、今後の高齢社会の中での居住のあり方について、識者の方からのヒアリングをした

らどうかといったことをこれまでいただいておりますが、これ以外にヒアリングのテーマ

として、こういった方をヒアリングしたらどうかといったことがあれば、いただければと

思っております。 

 なお、公共団体との関係も当然出てくるわけでございますが、公共団体につきましては、

現在、ＵＲ賃貸住宅がございます公共団体――全部には時間のあれもあってまだ間に合っ

てないんですけれども、主なところに今アンケート調査を行っております。その結果につ

きましては第２回にお示ししたいと考えております。 

【○○委員】  じゃあ、今のところは、次回ヒアリングの対象者としては居住者の方と、

それから高齢問題の専門家の方と。 

【事務局】  はい。これまで委員からいただいておったのがその２テーマでということ

でいただいておりましたので、そのほうを今考えておりますが、これ以外に、特段こうい

う方をというのがございましたら。 

【○○委員】  いかがですか、何か。こういう人の話を聞いたほうが……。 

【事務局】  ＵＲからじかにというお話があれば、ＵＲも呼んでも構いませんし、居住

者……。 

【○○委員】  どうぞ。 

【○○委員】  ヒアリングになるかわからないですけど、このテーマ、恐らく家賃問題

では必要になってくるんじゃないかと思うのは、ＵＲと居住者との間の関係でどういう契

約になっているか、ないしは、そもそもＵＲの内規とか根拠法とかがあって、例えば極端

にいえば、家賃を滞納した場合に強制退去させることが、どこまでどういう条件だったら

できるのかできないのか、家賃を引き上げたときに応じないといって訴訟になったときに、

どういう形でＵＲ側に家賃を引き上げたことの実施を担保できるような根拠があるのかな

んとかというところは、文書でもいいと思うんですけど、資料でもいいんですけど、ちょ

っと出していただくとですね。現状としてちょっと把握できればいいと思います。 

【事務局】  内規等、文書でお示しすることも可能でございますし、先生方がご希望で

あれば、ＵＲのほうから直接説明をさせることも可能かと思いますが。 
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【○○委員】  どうしましょう。 

【○○委員】  ちょっと言うと、ＵＲはヒアリングしたほうがいいと思いますけど、後

のほうでやるか、ほかもあるので親委員会のほうでやるかということもあり得るかと思い

ますね。何度もばらばらに……。 

【○○委員】  そうですね。 

【○○委員】  ついでにちょっと。各委員の方の分科会の所属を見ておりますと、住宅

の分科会と都市の分科会と全く重なってないんですよね。これ、向こうでも同じような議

論をしてやると、最後でまとめるときに困るものですから。（笑） 

【○○委員】  そうだな。 

【○○委員】  できれば、先生方お忙しいと思いますけれども。 

【○○委員】  それはわかりました。できるだけ、じゃあ。はい。 

【○○委員】  住宅のほうも傍聴するなり、相互乗り入れをぜひやっていただければと

思います。 

【○○委員】  はい。ＵＲの関係者の方、どうしますか。家賃は、あれ訴訟もやってま

すよね、たしか。 

【○○委員】  山ほどありますね、訴訟ね。 

【事務局】  日常的にやってます。 

【○○委員】  民民と違いがあるんですか、契約って。 

【事務局】  いえ。契約、基本的に変わりません。ただし、民間の場合、特約がいっぱ

いついているのがありますけどね。ただ民間の場合、地域によってすごく差がありますか

ら。例えば先ほどの話では、更新料なんか、京都は取るけど大阪は取らないとか。 

【○○委員】  今問題になっていますね。 

【○○委員】  大阪負けちゃいました。 

【○○委員】  ただあれは、近畿圏では京都だけが取っているんです。大阪、兵庫とい

うのは更新料取らないというような商慣習があったりして、地域差がすごくあるので。居

住約款みたいになっていて、その居住約款を……。 

【○○委員】  大阪、取らないんですか。 

【○○委員】  取らない。京都だけ例外。 

【○○委員】  敷金がもうめちゃくちゃ高い。 

【○○委員】  なぜかよくわかんないけど、そういう。 
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【○○委員】  経営的には同じ。 

【○○委員】  平安時代からあったとか何とか、そういう。 

【安念分科会長】  じゃあ、とりあえずは、最初にご提示のあったお二方ということに

して、他の分科会の進行具合も見ながら、必要があればＵＲの方にもお出ましをいただく

ということでよろしゅうございますか。じゃあ、次回はそういうことでお願いいたします。 

 何か事務局のほうからつけ加えていただくことありませんか。委員の方々からはよろし

ゅうございますですか。 

 じゃあ、本日はこういうことにいたしましょう。どうもありがとうございました。また

よろしくお願いいたします。 

【瀬口民間事業支援調整室長】  本日の資料につきましては、そのままテーブルに置い

ていただければ郵送も可能でございますので。本日は長時間にわたりましてご活発なご議

論いただきまして、ありがとうございました。 

 

── 了 ── 


